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公益社団法人 滋賀労働基準協会 
 

定 時 総 会 議 案 書 



令和４年度 定時総会次第 

Ⅰ．開  会 

Ⅱ．会長挨拶 

Ⅲ．議  事 

   第１号議案  令和３年度事業報告の承認の件 

   第２号議案  令和３年度決算報告の承認の件 

              １．貸借対照表 

              ２．正味財産増減計算書 

              ３．財産目録 

              ４．監査報告書 

第３号議案  役員補選の件 

報 告 事 項  令和４年度事業計画及び収支予算の件 

Ⅳ．来賓祝辞  滋賀労働局長 小島 裕 氏 

Ⅴ．閉  会  

Ⅵ．講  演  「滋賀県の労働災害の現状と 

『ワースト４（ワースト・フォー）災害』の防止」 

滋賀労働局 健康安全課長 吉村 賢一 氏 
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第１号議案 

令和３年度事業報告 

 

令和３年度は、前年度に引き続き新型コロナウイルスの影響により、各種事業が大

きな影響を受けました。そうした中で、十分な感染防止対策を講じるとともに、定員

を減らすことにより、法令上必要な講習、教育を実施しましたが、イベント的なもの

やセミナー等の多くは規模を縮小したり、中止せざるを得ませんでした。 

労働条件の確保改善対策については、「外国人技能実習制度関係者養成講習」を実

施するとともに、テレワーク等コロナ禍での様々な働き方改革、長時間労働の抑制、

最低賃金の遵守、仕事と生活の調和などの普及啓発に努めました。 

労働者の安全と健康の確保については、「第１３次労働災害防止推進計画」の４年

目であり、「死亡者数ゼロ、２０２２年までに休業４日以上の死傷者数を５％以上削

減する」という目標を踏まえ、滋賀労働局が推進する対策の周知、広報等に努めまし

たが、令和３年の死傷者数は 1,665 人（前年 1,464）と前年より大幅に増加し、目標

達成には厳しい状況が続いています。 

「滋賀地方安全衛生大会」は２年ぶりに開催したものの、参加者は大幅に減少しま

した。「全国産業安全衛生大会」（東京都）も２年ぶりに、WEB を活用したハイブリ

ッド開催となりましたが、これも参加者は大幅に減少しました。「滋賀県産業安全の

日無災害運動」への参加は 455 事業場と前年より 47 事業場増加しましたが、目標の

1,000 事業場には大きく届いていません。 

各支部においては、全国安全週間説明会は予定どおり開催したものの、工場見学を

中止し、労働衛生週間説明会は新型コロナウイルス感染拡大により、滋賀労働局の支

援を受けて急遽 WEB での開催としました。 

 本部が実施した技能講習、特別教育等の受講者は 6,035 名で、前年度より 1,710 名

（39.5％）増加し、各支部が実施した特別教育等の受講者は 2,996 名で、前年度より

876 名（41.3％）増加しました。前年度受講できなかった反動と法改正により受講が

必要とされる事業場が増加したことが要因かと思われます。 

 当協会は公益社団法人として、広く県民のために各種事業を運営し、この間、関係

行政機関並びに関係団体や会員各位のご支援、ご協力にお礼申し上げます。 

 

Ⅰ．総会・理事会の開催 

１．第 1回理事会 

令和３年５月２６日（水）   笹川ビル３階大会議室 

２．定時総会及び第２回理事会 

令和３年６月１５日（火）   笹川ビル３階大会議室 

３．第３回理事会 

令和３年１１月１７日（水）   滋賀労働基準協会研修室 

４．第４回理事会 

令和４年３月１６日（水）     滋賀労働基準協会研修室  
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Ⅱ．会員の状況 

    支  部 

区  分 
大 津 彦根・長浜 東近江 合 計 

令和３年４月１日現在 ４９０ ４０９ ４７４ １，３７３ 

新 規 加 入  ３ １０ ４ １７ 

退     会  ７ １０ ２ １９ 

令和４年３月３１日現在 ４８６ ４０９ ４７６ １，３７１ 

う ち 本 部 会 員  ４６３ ３７９ ４４４ １，２８６ 

（本部会員とは本部総会への出席と議決権の行使が認められる者） 

 

Ⅲ．一般労働条件の確保・改善対策 

１．大学生・高校生等を対象とした労働条件セミナー   【公益事業】 

      講師派遣の依頼なし 

 

  ２．外国人技能実習制度関係者養成講習   【公益事業】 

     ・技能実習責任者講習（７時間） 令和３年７月２１日（水） 

受講者３０名（前年１０名） 

     ・技能実習指導員講習（７時間） 令和３年８月２０日（金）  

受講者１４名（前年７名） 

     ・生活指導員講習（５時間）   令和３年８月２３日（月）  

受講者 ７名（前年５名） 

受講者計５１名（前年２９名）  

    管理責任者等講習については、九州ブロックのみの開催 

    会場はいずれも、公益社団法人滋賀労働基準協会研修室 

 

Ⅳ．労働者の安全と健康確保対策 

１．滋賀地方安全衛生大会   【公益事業】 

     令和３年１０月６日（水）滋賀県立文化産業交流会館 

     参加者２７７名（前年度は開催せず・前々年度６７７名） 

 

２．労働安全衛生活動に係る協会長表彰   【共益事業】 

       ＪＮＣファイバーズ（株）守山工場 

       パシフィック技研（株） 

       熊谷電工（株） 

       （株）フューセス 

       （株）天辻鋼球製作所 滋賀工場 

       甲陸ロジスティクス（株）本社営業所 
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  ３．「滋賀県産業安全の日」（１１月１５日）の実施   【公益事業】 

   ア．広報  滋賀労基で周知 １，５００部     

   イ．実施状況 

    ・横断幕の作製・掲示 ７６か所 

     ・無災害運動への参加 ４５５事業場 

            前年度 ４０８事業場 

（基準協会を通じての参加：２４７事業場） 

              （前年度：２７３事業場） 

    ・啓発ちらしの配付、会長名による取り組みの要請 

 

４．労働衛生管理研修会の開催   【公益事業】 

     日 時 令和４年２月９日（水）１４時～１５時５０分 

     場 所 滋賀労働基準協会 研修室  参加者 １５名 

内 容 「職域でのメンタル難渋事例対応のヒント 

                 ～精神科診断学より」 

              医療法人明和会 琵琶湖病院 

医師 稲垣 貴彦 先生   

    

５．中小企業無災害記録証授与制度   【公益事業】 

経営者、従業員が一丸となって安全衛生活動を進め、無災害記録を達成

した中小企業３事業場に対し、無災害記録証が授与されました。 

  ・三協紙業（株）米原工場（米原市） パルプ・紙・紙加工品製造業 

 第一種（努力賞） 無災害日数７５０日 

     ・（株）ＳＨＩＭＡＤＡ本社工場（東近江市） その他の製造業 

           第三種（進歩賞） 無災害日数１，５００日 

     ・（株）中栄（彦根市） 土木建築業 

           第四種（銀賞） 無災害日数４，９５０日 

      

   ６．安全優良職長厚生労働大臣顕彰制度（製造業等）  【公益事業】 

事業場から推薦を受けた安全優良職長について、当協会を通じての推薦

により次の２名の方が厚生労働大臣顕彰を受けられました。 

 ・澤 秀樹 氏  ダイキン工業(株)滋賀製作所（草津市） 

 ・堀 増夫 氏  清水工業(株)（彦根市） 

 

  ７．中小規模事業場安全衛生相談事業  【公益事業】 

     中央労働災害防止協会からの委託事業。専務理事、支部事務局長が中小

規模事業場からの安全衛生にかかる相談を受けた。 

     ・相談件数 １７０件（前年度１６１件）  
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Ⅴ．本部が実施した技能講習・特別教育等 

１．技能講習   【公益事業】   ［非会員の受講率 35.6％（40.0％）] 

講 習 名 実施回数 受講者数 修了者数 

ガス溶接 11 (13) 479 (545) 473 (531) 

フォークリフト運転 16 (15) 567 (555) 563 (548) 

プレス機械作業主任者 2 (2) 124 (82) 124 (82) 

乾燥設備作業主任者 3 (3) 207 (174) 205 (174) 

特化・四ア等作業主任者 19 (8) 1,288 (438) 1,270 (436) 

酸欠・硫化作業主任者 6 (5) 324 (289) 318 (287) 

有機溶剤作業主任者 12 (11) 775 (572) 767 (562) 

石綿作業主任者 3 (1) 250 (54) 250 (54) 

合   計 72 (58) 
4,014 (2,709) 

48.2%増 
3,970 (2,674) 

  （  ）内は昨年度実績（以下の表も同じ） 

 

２．特別教育等   【公益事業】   [非会員の受講率 28.3%(19.2%) 

教 育 研 修 名 実施回数 受講者数 

職長教育 6 (6) 133 (122) 

職長＋安全責任者教育 6 (6) 187 (116) 

アーク溶接 13 (12) 297 (262) 

機械研削といし 1 (0) 49 (0) 

自由研削といし（学科） - (1) - (59) 

産業用ロボット 3 (5) 174 (241) 

粉じん作業 1 (1) 55 (59) 

フォークリフト運転安全教育 6 (5) 161 (155) 

局所排気装置検査者養成講習 1 (1) 39 (40) 

有機溶剤業務従事者教育 1 (-) 33 (-) 

ゼロ災リーダー 8 (3) 159 (84) 

安全管理者選任時研修 4 (3) 243 (165) 

ﾌﾙﾊｰﾈｽ型墜落制止用器具 7 (7) 264 (156) 

経営者安全衛生セミナー 2 (2) 1 (0) 

衛生管理者受験準備講習 3 (3) 171 (157) 

石綿含有建材調査者講習 1 (-) 55 (-) 

合   計 63 (55) 
2,021(1,616) 

25.1%増 
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Ⅵ．支部の活動状況 

１．特別教育等   【公益事業】         [非会員の受講率 16.7％(8.9%)] 

教育・研修の種類 
大 津 彦根・長浜 東近江 合 計 

回数 受講者 回数 受講者 回数 受講者 回数 受講者 

自由研削といし 
2 

(1) 

62 

(31) 

2 

(2) 

132 

(80) 

1 

(1) 

47 

(50) 

5 

(4) 

241 

(161) 

プレス金型 - - 
1 

(1) 

79 

(64) 
- - 

1 

(1) 

79 

(64) 

低圧電気 
2 

(2) 

99 

(78) 

3 

(4) 

213 

(218) 

4 

(4) 

281 

(221) 

9 

(10) 

593 

(517) 

ﾌﾙﾊｰﾈｽ型墜落制止用

器具 

3 

(2) 

134 

(79) 

2 

(4) 

81 

(123) 

10 

(5) 

521 

(203) 

15 

(11) 

746 

(405) 

酸素欠乏等危険作業 
- 

(-) 

- 

(-) 
- - - - 

- 

(-) 

- 

(-) 

第一種衛生管理者能

力向上 

1 

(1) 

17 

(19) 
- - - - 

1 

(1) 

17 

(19) 

有機溶剤作業主任者

能力向上 

1 

(1) 

28 

(19) 
- - - - 

1 

(1) 

28 

(19) 

特化作業主任者能力

向上 

1 

(1) 

19 

(19) 
- - - - 

1 

(1) 

19 

(19) 

安全衛生推進者能力

向上 

- 

(-) 

- 

(-) 
- - - - 

- 

(-) 

- 

(-) 

職長能力向上 - - 
1 

- 

20 

(-) 
- - 

1 

- 

20 

(-) 

安全衛生推進者養成 
2 

(2) 

95 

(82) 

1 

(1) 

41 

(40) 

1 

(1) 

45 

(29) 

4 

(4) 

181 

(151) 

新入者安全衛生教育 
1 

(1) 

88 

(50) 

2 

(2) 

126 

(120) 

2 

(-) 

154 

(-) 

5 

(3) 

368 

(170) 

職長教育 - - 
6 

(4) 

283 

(235) 

8 

(7) 

279 

(279) 

14 

(11) 

562 

(514) 

リスクアセスメント 
1 

(-) 

49 

(-) 

1 

(1) 

57 

(41) 

1 

(1) 

46 

(40) 

3 

(2) 

152 

(81) 

合      計 
14 

(11) 

591 

(377) 

19 

(19) 

1,032 

(921) 

27 

(19) 

1,373 

(822) 

60 

(49) 

2,996 

(2,120) 

41.3%増 
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２．説明会・研修会参加者数 【公益事業】 

 大津 彦根・長浜 東近江 合計 

安全週間説明会 55 (-) 69 (-) 81 (-)  205 (-) 

労働衛生週間説明会 - (-) - (-) - (-) - (-) 

労務研修会 38 (-)    38 (-) 

労務管理実務研修会   - (-) - (-) 

年末年始無災害運動

説明会 
 72 (-)  72(-) 

安全衛生労務研修会 - (44) - (88) - (59) - (191) 

合  計  93 (44)  141 (88) 81 (59) 315 (191) 

    

  ３．県外優良事業場見学会  【共益事業】 

       開催せず 

  ４．各種図書用品のあっせん   【収益事業】 

  ５．無災害表彰の実施   【共益事業】 

  ６．会員相互の連携及び情報交換   【共益事業】 

 

Ⅶ．滋賀地区出張特別試験の実施   【公益事業】 

   日 時  令和３年１２月２２日（水）、２３日（木） 

   場 所  ピアザ淡海（大津市） 

区    分 受験者数 合格者数 合格率（％） 

第一種衛生管理者 464 (521) 177 (313) 38.1 (60.1) 

第二種衛生管理者 149 (147) 84 (87) 56.4 (59.2) 

潜水士 47 (27) 34 (24) 72.3 (88.9) 

一級ボイラー技士 19 (23)  6 (14) 31.6 (60.9) 

二級ボイラー技士 153 (110) 80 (70) 52.3 (63.6) 

ボイラー整備士 14 (16) 8 (7) 57.1 (43.8) 

クレーン・デリック運転士 

（クレーン限定） 
28 (23) 18 (13) 64.3 (56.5) 

移動式クレーン運転士 5 (5) 1 (2) 20.0 (40.0) 

合  計 879 (872) 408 (458) 46.4 (60.8) 

          (  )内は前年度の実績 
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Ⅷ．第８０回（令和３年度）全国産業安全衛生大会への参加   【公益事業】 

     令和３年１０月２７日（水）～２９日（金） 

     東京国際フォーラム等 現地、オンラインのハイブリッド開催 

     参加者：４６名（目標８０名） 

 

Ⅸ．プレス機械特定自主検査標章頒布（事業場内検査）   【収益事業】 

 

事業場数 １０t以上 １０ｔ未満 

１４ 

（１０） 

１０６ 

（１０２） 

９ 

（８） 

    （ ）内は前年度 

 

Ⅹ．広報活動   【公益事業】 

１．機関誌「滋賀労基」の発行 

通巻８２３号（令和４年３月号） 

  ２．ホームページによる広報 

     

 

 

 



第２号議案

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

  １　流動資産

            現　　　金 578,526 559,796 18,730

            普通預金 69,806,369 57,538,196 12,268,173

            定期預金 5,023,960 5,023,920 40

　　　　　　未収金 24,239 319,125 ▲ 294,886

            前払費用 1,621,541 1,653,840 ▲ 32,299

          流動資産　合計 77,054,635 65,094,877 11,959,758

  ２　固定資産

   (1)その他固定資産

            什器備品 81,364 179,540 ▲ 98,176

            建物附属設備 582,030 636,661 ▲ 54,631

            リース資産 1,962,576 3,020,112 ▲ 1,057,536

　　　　　　ソフトウェア 4,663,780

            敷　　　金 6,260,000 6,260,000 0

          その他固定資産合計 13,549,750 10,096,313 3,453,437

          固定資産　合計 13,549,750 10,096,313 3,453,437

          資　産　合　計 90,604,385 75,191,190 15,413,195

Ⅱ　負債の部

  １　流動負債

            未払金 3,504,815 2,968,313 536,502

            講習料　前受金 13,711,460 12,900,481 810,979

            用品代　前受金 136,400 51,773 84,627

            預り金 718,095 272,357 445,738

            未払　法人税等 172,200 172,200 0

            未払　消費税等 3,518,800 2,548,800 970,000

          流動負債　合計 21,761,770 18,913,924 2,847,846

  ２　固定負債

            リース債務 1,962,576 3,020,112 ▲ 1,057,536

          固定負債　合計 1,962,576 3,020,112 ▲ 1,057,536

          負　債　合　計 23,724,346 21,934,036 1,790,310

Ⅲ　正味財産の部 0

  １　一般正味財産 66,880,039 53,257,154 13,622,885

          正味財産　合計 66,880,039 53,257,154 13,622,885

          負債及び正味財産合計 90,604,385 75,191,190 15,413,195

１．貸借対照表
令和４年３月３１日現在                  　                （単位：円）

令和３年度決算報告
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科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　資産の部

  １　流動資産

            現　　　金 200,951 209,585 167,990 578,526

            普通預金 29,967,443 9,372,900 30,466,026 69,806,369

            定期預金 5,023,960 5,023,960

　　　　　　未収金 24,239

            前払費用 497,112 441,541 682,888 1,621,541

　　　　　　内部会計勘定 475,915 ▲ 475,915

          流動資産　合計 31,141,421 10,048,265 36,340,864 ▲ 475,915 77,054,635

  ２　固定資産

   (1)その他固定資産

            什器備品 81,364 81,364

            建物附属設備 582,030 582,030

            リース資産 1,962,576 1,962,576

　　　　　　ソフトウェア 4,663,780

            敷　　　金 6,260,000 6,260,000

          その他固定資産合計 6,707,720 0 6,842,030 0 13,549,750

          固定資産　合計 6,707,720 0 6,842,030 0 13,549,750

          資　産　合　計 37,849,141 10,048,265 43,182,894 ▲ 475,915 90,604,385

Ⅱ　負債の部

  １　流動負債

            未払金 2,877,551 438,321 188,943 3,504,815

            講習料　前受金 13,711,460 13,711,460

            用品代　前受金 136,400 136,400

            預り金 128,510 589,585 718,095

            未払　法人税等 172,200 172,200

　　　　　　　内部会計勘定 475,915 ▲ 475,915 0

            未払　消費税等 3,268,965 249,835 3,518,800

          流動負債　合計 19,986,486 1,472,671 778,528 ▲ 475,915 21,761,770

  ２　固定負債

            リース債務 1,962,576 1,962,576

          固定負債　合計 1,962,576 0 0 0 1,962,576

          負　債　合　計 21,949,062 1,472,671 778,528 ▲ 475,915 23,724,346

Ⅲ　正味財産の部

  １　一般正味財産 15,900,079 8,575,594 42,405,366 0 66,881,039

          正味財産合計 15,900,079 8,575,594 42,404,366 0 66,880,039

          負債及び正味財産合計 37,849,141 10,048,265 43,182,894 ▲ 475,915 90,604,385

貸借対照表内訳表

令和４年３月３１日 現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円）
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科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １　経常増減の部

   (1)経常収益

      ①受　取　会　費 28,125,500 27,881,000 244,500

            受取会費 28,125,500 27,881,000 244,500

      ②事　業　収　益 142,242,177 107,827,565 34,414,612

            登録講習事業収益 73,205,880 54,366,559 18,839,321

            特別教育事業収益 27,103,300 19,593,924 7,509,376

            その他講習事業収益 29,625,142 22,751,032 6,874,110

            各種事業収益 1,027,275 0 1,027,275

            委託事業収益 1,302,110 1,890,030 ▲ 587,920

            物品販売費収益 9,978,470 9,226,020 752,450

      ③雑　　収　　益 595,654 656,463 ▲ 60,809

            受取利息 784 993 ▲ 209

            雑収益 594,870 655,470 ▲ 60,600

         経常収益　計 170,963,331 136,365,028 34,598,303

   (2)経常費用

      ①事 　 業  　費

           事　業　経　費 139,695,975 120,856,721 18,839,254
            役員報酬 4,176,560 3,612,560 564,000
            給与手当 34,814,916 30,354,966 4,459,950
            福利厚生費 7,714,908 7,643,136 71,772
            旅費交通費 1,203,834 990,957 212,877
            通信運搬費 4,705,432 5,012,490 ▲ 307,058
            減価償却費 1,100,100 1,327,089 ▲ 226,989
            消耗品費 1,705,194 1,050,138 655,056
　　　   　 修繕費 187,440 313,830 ▲ 126,390
            印刷製本費 3,312,866 3,271,234 41,632
            燃料費 40,218 23,432 16,786
            水道光熱費 778,587 663,681 114,906
            賃借料 20,376,786 18,799,874 1,576,912
            支払保険料 103,970 109,430 ▲ 5,460
            諸謝金 30,071,750 27,355,094 2,716,656
            租税公課 5,801,180 4,548,900 1,252,280
            委託費 584,693 212,587 372,106
            雑費 186,128 215 185,913
            図書教育用品費 18,064,932 13,494,564 4,570,368
            講習費 1,703,468 707,518 995,950
            備品費 1,739,909 255,014 1,484,895
            会議費 1,119,604 904,807 214,797
            支払手数料 203,500 205,205 ▲ 1,705
            会費 0

          事 業 費　計 139,695,975 120,856,721 18,839,254

２．正味財産増減計算書

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで                       　　（単位：円）
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科目 当年度 前年度 増減
      ②管　　理　　費
            役員報酬 1,044,140 903,140 141,000

            給与手当 8,231,343 7,524,842 706,501

            福利厚生費 2,100,848 2,009,357 91,491

            会議費 107,696 66,574 41,122

            旅費交通費 132,953 44,662 88,291

            通信運搬費 529,830 702,975 ▲ 173,145

            減価償却費 271,063 920,359 ▲ 649,296

            消耗品費 251,649 284,253 ▲ 32,604

　　　　 　修繕費 57,200 3,861 53,339

            印刷製本費 196,707 264,126 ▲ 67,419

            水道光熱費 234,819 209,108 25,711

            賃借料 3,193,405 3,031,855 161,550

            支払保険料 22,720 20,850 1,870

     　     租税公課 3,160 0 3,160

            雑費 60,972 24,500 36,472

            図書教育用品費 113,200 149,139 ▲ 35,939

            接待交際費 54,912 110,878 ▲ 55,966

            備品費 56,103 40,259 15,844

            会費 98,500 98,500 0

　　　　　 委託費 0 9,222 ▲ 9,222

            支払手数料 88,928 146,276 ▲ 57,348

            顧問報酬 990,000 990,000 0

         管　理　費　計 17,840,148 17,554,736 285,412

         経常費用　計 157,536,123 138,411,457 19,124,666

           評価損益等調整前当期経常増減額 13,427,208 ▲ 2,046,429 15,473,637

           評価損益等　計 0 0 0

           当期経常増減額 13,427,208 ▲ 2,046,429 15,473,637

  ２　経常外増減の部
   (1)経常外収益
　　　①その他経常外収益 367,877 9,053,298 ▲ 8,685,421
　　　　　　新型コロナ関連助成金 367,877 9,053,298 ▲ 8,685,421
         経常外収益　計 367,877 9,053,298 ▲ 8,685,421
   (2)経常外費用 0
         経常外費用　計 0 0 0
           当期経常外増減額 367,877 9,053,298 ▲ 8,685,421
           税引前当期一般正味財産増減額 13,795,085 7,006,869 6,788,216

           法人税、住民税及び事業税 172,200 172,200 0

           当期一般正味財産増減額 13,622,885 6,834,669 6,788,216

           一般正味財産期首残高 53,257,154 46,422,485 6,834,669

           一般正味財産期末残高 66,880,039 53,257,154 13,622,885
Ⅱ　指定正味財産増減の部 0
           当期指定正味財産増減額 0 0 0
           指定正味財産期首残高 0 0 0
           指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 66,880,039 53,257,154 13,622,885
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科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １　経常増減の部

   (1)経常収益

      ①受　取　会　費 0 2,812,550 25,312,950 0 28,125,500

            受取会費 28,125,500 28,125,500

            交付金（１） 2,812,550 ▲ 2,812,550

      ②事　業　収　益 132,263,707 9,978,470 0 0 142,242,177

            登録講習事業収益 73,205,880 73,205,880

            特別教育事業収益 27,103,300 27,103,300

            その他講習事業収益 29,625,142 29,625,142

　　　　　各種事業収益 1,027,275 1,027,275

            委託事業収益 1,302,110 1,302,110

            物品販売費収益 9,978,470 9,978,470

      ③雑　　収　　益 474,100 120,770 784 0 595,654

            受取利息 784 784

            雑収益 474,100 120,770 594,870

         経常収益　計 132,737,807 12,911,790 25,313,734 0 170,963,331

   (2)経常費用

      ①事 　 業  　費

           事　業　経　費 126,526,199 12,150,976 0 0 138,677,175

            役員報酬 4,176,560 4,176,560

            給与手当 31,524,598 3,290,318 34,814,916

            福利厚生費 7,019,950 694,958 7,714,908

            旅費交通費 1,185,789 18,045 1,203,834

            通信運搬費 4,415,920 289,512 4,705,432

            減価償却費 1,100,100 1,100,100

            消耗品費 1,586,474 118,720 1,705,194

　　　   　修繕費 187,440 187,440

            印刷製本費 3,306,203 6,663 3,312,866

            燃料費 40,218 40,218

            水道光熱費 719,534 59,053 778,587

            賃借料 19,752,843 623,943 20,376,786

            支払保険料 103,970 103,970

            諸謝金 30,071,750 30,071,750

            租税公課 5,387,385 413,795 5,801,180

            委託費 584,693 584,693

            雑費 186,128 186,128

            図書教育用品費 11,693,930 6,371,002 18,064,932

            講習費 1,703,468 1,703,468

            備品費 1,721,870 18,039 1,739,909

            会議費 1,119,604 1,119,604

            支払手数料 194,645 8,855 203,500

          事  業  費　計 127,783,072 11,912,903 0 0 139,695,975

正味財産増減計算書内訳表
令和３年4月1日から令和４年3月31日まで        　　 　　　　      （単位：円）
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科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合計

      ②管　　理　　費

            役員報酬 1,044,140 1,044,140

            給与手当 8,231,343 8,231,343

            福利厚生費 2,100,848 2,100,848

            会議費 107,696 107,696

            旅費交通費 132,953 132,953

            通信運搬費 529,830 529,830

            減価償却費 271,063 271,063

            消耗品費 251,649 251,649

　　　　　修繕費 57,200 57,200

            印刷製本費 196,707 196,707

            水道光熱費 234,819 234,819

            賃借料 3,193,405 3,193,405

            支払保険料 22,720 22,720

            雑費 60,972 60,972

            図書教育用品費 113,200 113,200

            接待交際費 54,912 54,912

            備品費 56,103 56,103

            会費 98,500 98,500

　　　　　委託費 0

            支払手数料 88,928 88,928

            顧問報酬 990,000 990,000

          管　　理　　費　 計 0 0 17,840,148 0 17,840,148

         経  常　費  用　計 127,783,072 11,912,903 17,840,148 0 157,536,123

           評価損益等調整前当期経常増減額 4,954,735 998,887 7,473,586 0 13,427,208

           評価損益等　計 0 0 0 0 0

           当期経常増減額 4,954,735 998,887 7,473,586 0 13,427,208

  ２　経常外増減の部

   (1)経常外収益

　　①その他経常外収益

　　　　　新型コロナ関連助成金 336,045 11,576 20,256 367,877

         経常外収益　計 336,045 11,576 20,256 0 367,877

   (2)経常外費用

         経常外費用　計 0 0 0 0 0

           当期経常外増減額 336,045 11,576 20,256 0 367,877

           他会計　振替額 475,915 ▲ 475,915 0 0

           税引前当期一般正味財産増減額 5,766,695 534,548 7,493,842 0 13,795,085

           法人税、住民税及び事業税 0 172,200 0 0 172,200

           当期一般正味財産増減額 5,766,695 362,348 7,493,842 0 13,622,885

           一般正味財産期首残高 10,133,384 8,213,246 34,910,524 0 53,257,154

           一般正味財産期末残高 15,900,079 8,575,594 42,404,366 0 66,880,039

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

           当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

           指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0

           指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 15,900,079 8,575,594 42,404,366 0 66,880,039
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　　　リース資産（取得価額300万円以上のみ）・・・法人税法の規定によるリース期間定額法

　②　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は税込方式により計上している。

２　会計方針の変更

　　　平成24年度決算より、新公益法人会計基準（平成20年公益法人会計基準）を採用している。

   

３　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

　　　科　　目　　　　取得価額　　　　減価償却累計額　　　当期末残高　

　　建物附属設備　　　 3,513,597円　　 2,931,567円　 　　　 582,030円　　

　　什器備品　　　　　   705,132円　　　 623,768円　 　　　  81,364円

　　リース資産　 　 　 8,534,160円　　 6,571,584円 　　　 1,962,576円　

　　ソフトウェア　     4,824,600円　     160,820円 　　　 4,663,780円　

４　その他

　　基本財産・特定資産および引当金に該当するものがないため、附属明細書の作成を省略する。

  

　　　無形固定資産・・・法人税法の規定による定額法

財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

　①　固定資産の減価償却の方法

  　　以後に取得した建物附属設備については法人税法の規定による定額法)

　　　有形固定資産・・・法人税法の規定による定率法(法人税法の改正に伴い、平成28年4月1日
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科目 場所等 物量 使用目的等 金額

Ⅰ 資産の部

１  流動資産

現金・預金

現金 手元保管             運転資金として 578,526

普通預金 滋賀銀行　膳所駅前支店             運転資金として 40,447,473

京都信用金庫　滋賀支店             運転資金として 225,627

関西みらい銀行びわこ営業部             運転資金として 8,778,425

滋賀銀行　彦根支店             運転資金として 12,309,430

滋賀銀行　八日市東支店             運転資金として 8,045,414

定期預金 滋賀銀行　彦根支店             運転資金として 2,023,960

滋賀銀行　八日市東支店             運転資金として 3,000,000

未収金 収益事業に供する図書教育用品代 24,239

前払費用 ㈱笹川組(家賃・共益費)             公益事業に供する前払家賃 454,872

㈱笹川組(家賃・共益費)             法人会計に供する前払家賃 303,248

㈱松原鉄工所(家賃・共益費)             法人会計に供する前払家賃 151,800

鵜飼明世(家賃・共益費)             法人会計に供する前払家賃 176,000

中央労働災害防止協会             公益事業に供する図書教育用品費 42,240

中央労働災害防止協会             収益事業に供する図書教育用品費 441,541

㈱サクセス             法人会計に供する会計システム保守料 51,840

流動資産合計 77,054,635

２  固定資産

(1) その他固定資産

什器備品 ビジネスプロジェクター             公益目的保有財産として公益目的事業に 1

  滋賀労働基準協会本部研修室内             使用している。

卓上紙折機 公益目的保有財産として公益目的事業に 81,363

  滋賀労働基準協会本部 使用している。

建物附属設備 ㈱笹川組             講習会場内装工事は、公益目的保有財産 2

  大津市打出浜13番15号４Ｆ             として公益目的事業に使用し、事務所内

            装工事は、公益目的保有財産として80％、

            収益目的・管理目的等に20％を共有す

            る資産である。

パッケージエアコン 公益目的保有財産として80％、収益目的 582,028

  滋賀労働基準協会東近江支部 ・管理目的等に20％を共有する資産である。

リース資産 印刷機（オルフィス） 公益目的保有財産として、公益目的事業 1,962,576

  滋賀労働基準協会本部 に使用している。

ソフトウェア 講習会管理システム　C-wing             公益目的保有財産として、公益目的事業 4,663,780

  滋賀労働基準協会本部 に使用している。

敷金 大津市打出浜１３番１５号             事務所借上げ保証金 4,000,000

彦根市大東町５番１２号             事務所借上げ保証金 960,000

３．財産目録
令和４年３月３１日現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
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東近江市八日市上之町１－４３             事務所借上げ保証金 1,300,000

            公益目的保有財産として80％、収益目的

            ・管理目的等に20％を共有する資産である。

その他固定資産合計 13,549,750

固定資産合計 13,549,750

資産合計 90,604,385

Ⅱ 負債の部

１  流動負債

未払金 講師             公益事業に供する講習会諸謝金3月分 2,123,555

中央労働災害防止協会             公益事業及び収益事業に供する図書教育 804,232

            用品費3月分

大津中央郵便局             公益事業及び収益事業に供する郵送料 160,188

ソフトバンク㈱             公益事業に供する携帯電話料3月分 4,918

滋賀銀行             公益事業、収益事業及び法人会計に供する 25,025

            振込手数料３月分

㈱笹川組 講習事業に供する会場費３月分 13,200

大津年金事務所 公益事業、収益事業及び法人会計に供する 373,697

社会保険料事業主負担分

講習料前受金 フォークリフト講習料             公益事業に供する講習料前受金 1,650,550

ガス溶接講習料             公益事業に供する講習料前受金 973,500

乾燥設備講習料             公益事業に供する講習料前受金 25,080

プレス機械講習料             公益事業に供する講習料前受金 62,700

有機溶剤講習料             公益事業に供する講習料前受金 1,349,920

特化物四アルキル鉛等講習料             公益事業に供する講習料前受金 1,375,880

酸欠硫化水素講習料             公益事業に供する講習料前受金 1,248,060

石綿作業主任者講習料             公益事業に供する講習料前受金 1,466,740

建築物石綿建材調査者講習料 公益事業に供する講習料前受金 94,160

アーク溶接講習料             公益事業に供する講習料前受金 598,950

機械研削砥石講習料             公益事業に供する講習料前受金 23,540

産業用ロボット講習料             公益事業に供する講習料前受金 261,360

ﾌﾙﾊｰﾈｽ型墜落防止器具講習料             公益事業に供する講習料前受金 76,120

新入者安全衛生教育講習料             公益事業に供する講習料前受金 2,967,720

職長教育講習料             公益事業に供する講習料前受金 810,969

ゼロ災リーダー講習料             公益事業に供する講習料前受金 11,486

安全管理者選任時研修講習料             公益事業に供する講習料前受金 225,500

フォーク従事者教育講習料             公益事業に供する講習料前受金 101,145

衛生管理者受験講習講習料             公益事業に供する講習料前受金 316,800

その他講習料             公益事業に供する講習料前受金 71,280

用品代前受金             収益事業に供する用品代前受金 136,400

預り金 滋賀労働基準協会本部             公益事業に供する源泉所得税 128,510

            法人会計に供する源泉所得税 124,612

法人会計に供する社会保険料 364,773

法人会計に供する住民税 100,200

16



未払法人税等 滋賀県西部県税事務所             法人県民税 22,200

大津市             法人市民税 50,000

彦根市             法人市民税 50,000

東近江市             法人市民税 50,000

未払消費税等 大津税務署 3,518,800

流動負債合計 21,761,770

２  固定負債

リース債務 日立キャピタルＮＢＬ㈱ 公益目的事業で使用する印刷機(ｵﾙﾌｨｽ) 1,962,576

固定負債合計 1,962,576

負債合計 23,724,346

正味財産 66,880,039

17
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第３号議案 

理事候補者名簿 

理事候補者 所属事業場名・役職名 辞任した理事 

富田
とみた

 俊昭
としあき

 東レ(株)滋賀事業場 事務部長 山口
やまぐち

 茂
しげる

 

山室
やまむろ

 信雄
のぶお

 
昭和電工マテリアルズ(株)彦根事業所 

   環境安全管理センタ 主任技師 
那須
なす

 義弘
よしひろ

 

納田
のうだ

 勝仁
かつひと

 
三菱自動車工業(株)京都製作所滋賀工場 

工場長 
皆川
みながわ

 貴志
たかし

 

八木
やぎ

 茂樹
しげき

 (株)吉野工業所 滋賀工場 工場長 谷中
やなか

 洋文
ひろふみ

 

 

 

監事候補者名簿 

監事候補者 所属事業場名・役職名 辞任した監事 

小西
こ に し

 哲也
て つ や

 草津電機(株)常務取締役 中野
な か の

 正治
まさはる
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報告事項 

令和４年度 事業計画 

 

労働条件の確保・改善対策については、コロナ禍により急速に導入されたテレワーク等

多様な就業形態や「働き方改革」を中心として、滋賀労働局等と連携して広報・啓発に努

めます。また、依然深刻な過重労働対策や外国人技能実習生を雇用する事業場における適

正な労働条件を確保するため、関係法令等の広報・啓発等を行います。 

労働者の安全と健康については、第１３次労働災害防止推進計画の最終年であることか

ら、転倒、腰痛等、墜落・転落、はさまれ・巻き込まれの４つの事故の型を重点とし、別

紙のとおり年間目標を掲げ、全国安全週間、全国労働衛生週間、滋賀地方安全衛生大会、

滋賀県産業安全の日、年末年始無災害運動等を通じて、広報・啓発に努めます。また、法

改正により必要となる作業主任者、資格者等の確保に向けて、技能講習、登録教習等の回

数を増やします。 

講習等の開催にあたっては引き続き感染症対策に万全を期し、公益法人制度の趣旨に沿

って、質の高い講習や教育を行い、事業場や労働者から信頼される法人として各種事業を

推進し、併せて、公益法人として適正かつ効率的な事業運営に努めます。 

 

Ⅰ．適正な労働条件の確保対策 

  １．「働き方改革」の実現に向けた取り組み  【公益事業】 

テレワークの推進、同一労働同一賃金、年次有給休暇の取得促進、仕事と生活の

調和等をはじめとした「働き方改革」の実現に向け、広報・啓発等を行います。 

  ２．外国人技能実習制度関係者養成講習の開催  【公益事業】 

     平成２９年１１月に施行された技能実習法（「外国人の技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護に関する法律」）に基づき、技能実習の適正な実施を図るため、

管理団体及び実習実施者の関係者を対象とする講習を開催します。 

       監理責任者等講習  ７月１５日（金） 

       技能実習責任者講習 ８月１日（月） 

       技能実習指導員講習 ８月２日（火） 

       生活指導員講習   ８月３日（水）  

  ３．最低賃金の周知  【公益事業】 

滋賀県最低賃金及び特定（産業別）最低賃金については、機会をとらえて広報・

啓発を行います。 
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Ⅱ．労働者の安全と健康の確保対策 

  １．第１３次労働災害防止推進計画の推進  【公益事業】 

滋賀労働局が策定した「第１３次労働災害防止推進計画」について、最終年であ

ることから、労働行政、労働災害防止団体等と連携して、４つの事故の型（転倒、

腰痛等、墜落・転落、はさまれ・巻き込まれ）を重点対策とし、労働災害防止活動

に積極的に参加・協力します。 

  ２．リスクアセスメント・労働安全衛生マネジメントシステムの普及促進 【公益事業】 

事業場における危険性又は有害性の調査とリスクの低減を図るリスクアセスメ

ント及び労働安全衛生マネジメントシステムの普及促進を図ります。 

  ３．滋賀地方安全衛生大会の開催  【公益事業】 

滋賀労働局の主唱により、労働災害防止団体等及び関係事業者等と連携し、滋賀

地方安全衛生大会を開催します。 

１０月６日（木） 近江八幡市文化会館（東近江支部担当） 

  ４．「滋賀県産業安全の日」（１１月１５日）の取り組み  【公益事業】  

滋賀労働局及び労働災害防止団体等と連携して、「滋賀県産業安全の日」の広報・

啓発を行い、無災害運動や安全パトロール等の行事に参加・協力します。 

  ５．滋賀地区出張特別試験の実施  【公益事業】 

     衛生管理者等免許試験について、近畿安全衛生技術センターと連携し、滋賀県内

での出張特別試験を実施します。 

     ９月３０日（金）、１０月１日（土） ピアザ淡海等 

  ６．全国安全週間、全国労働衛生週間、全国産業安全衛生大会、年末年始無災害運動及

び安全衛生教育促進運動の普及・啓発  【公益事業・収益事業】 

     中央労働災害防止協会が主唱・主催する取り組みに積極的に協力し、説明会の開

催、用品のあっせん等を通じて安全衛生意識の高揚を図ります。 

      全国安全週間 ７月１日～７日 

      全国労働衛生週間 １０月１日～７日 

      第８１回全国産業安全衛生大会 １０月１９日～２１日（福岡県） 

      年末年始無災害運動 １２月１日～１月１５日 

      安全衛生教育促進運動 １２月１日～４月３０日 

  ７．中小規模事業場安全衛生相談事業の実施  【公益事業】 

     中央労働災害防止協会からの委託を受け、中小規模事業場の安全衛生水準の向上

に寄与するため、安全衛生に関する個別相談に応じます。 
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  ８．安全衛生活動に係る協会長表彰の実施  【共益事業】 

  ９．中小企業無災害記録証授与制度の周知・広報  【公益事業】 

     中央労働災防止協会が実施する中小企業無災害記録証授与制度の周知を行うと

ともに、積極的な申請を働きかけます。 

    10．安全優良職長厚生労働大臣顕彰候補者（製造業等）の推薦  【公益事業】 

     厚生労働省が実施する安全優良職長の厚生労働大臣顕彰について、周知を行うと

ともに、積極的な応募を働きかけ、応募者の推薦を行います。 

  11．ゼロ災運動の普及促進  【公益事業】 

  12．過重労働による健康障害防止対策及びメンタルヘルス対策の周知・広報   

【公益事業】 

  13．労働衛生管理研修会・メンタルヘルスセミナーの開催  【公益事業】  
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Ⅲ．技能講習・安全衛生教育等（本部） 

１．技能講習  【公益事業】 

技能講習名 回数 実 施 月 定 員 

フォークリフト運転 １５ 
４，４，５，６，６，７，９，９，10，10，
11，11，12，1，３ 

６００ 

ガス溶接 ６ ５，7，９，11，1，3 ４２０ 

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 ６ ４，７，９，11，１，２ ４２０ 

乾燥設備作業主任者 ３ ８，11，３ ２１０ 

プレス機械作業主任者 ２ ５，12 １４０ 

有機溶剤作業主任者 １０ ４，５，６，７，8，10，11，12，２，３ ７００ 

特定化学物質・四アルキル鉛等作業主任者  １０ ４，5，６，7，８，9，10，12，1，２ ７００ 

石綿作業主任者 ２ ７，10 １４０ 

合   計 ５４   ３，３３０ 

２．特別教育 【公益事業】 

業務名 回数 実 施 月 定 員 

アーク溶接等 １０ ４，５，６，７，９，10，11，12，１，３ ３３０ 

機械研削といし １ ６ ６０ 

粉じん作業 １ ９ ７０ 

産業用ロボット教示等 ３ ５，９，２ ２１０ 

合   計 １5  ６７０ 

  ３．その他の教育【公益事業】 

教育研修名 回数 実 施 月 定 員 

安全管理者選任時研修 ４ ４，７，12，２    ２８０ 

職長教育（安全衛生責任者を含む） ６ ５，８，10，11，１，３    ３６０ 

フォークリフト運転安全教育 ６ ５，６，９，10，11，３    １８０ 

局所排気装置検査者養成講習 １ 12     5０ 

ゼロ災リーダー研修 ４ ５，９，11，２    ２１０ 

衛生管理者受験準備講習 ３ ６，７，１    ２１０ 

建築物石綿含有建材調査者講習 ６ ５，６，７，８，12，２ ４２０ 

合   計 ３０  １，７１０ 
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Ⅳ．支部事業の推進 

   各支部においては、会員事業場の意見・要望を踏まえて、労働者の安全と健康確保及

び労働条件の確保改善を図るための事業を推進します。 

１．特別教育  【公益事業】 

業務名 
大 津 彦根・長浜 東近江 合 計 

回数 定員 回数 定員 回数 定員 回数 定員 

ﾌﾙﾊｰﾈｽ型墜落制止用器具 ３ 90 １ 60 ７ 420 11 570 

酸素欠乏等危険作業 １ 70     １ 70 

自由研削用といし ２ 120 2 108 ２ 70 ６ 298 

動力プレス金型取替   1 45   １ 45 

低圧電気(開閉器) ３ 210 ２ 140 ５ 350 10 700 

合  計 ９ 490 ６ 353 14 840 29 1,683 

  ２．能力向上教育・その他の教育・説明会 【公益事業】 

教育名等 

大 津 彦根・長浜 東近江 合 計 

回数 定員 回数 定員 
回

数 
定員 回数 定員 

有機溶剤作業主任者能力向上教育 １ 60     １ 60 

特化物作業主任者能力向上教育 １ 60     １ 60 

職長能力向上教育   １ 70   １ 70 

第一種衛生管理者能力向上教育 １ 70     １ 70 

安全衛生推進者養成講習 ２ 140 １ 70 １ 70 ４ 280 

新入者安衛教育 １ 90 ２ 180 ２ 180 ５ 450 

職長教育   ４ 240 ５ 350 ９ 590 

リスクアセスメント講習 １ 70 １ 70 １ 70 ３ 210 

安全週間説明会 １ 150 １ 180 １ 200 ３ 530 

衛生週間説明会 １ 150 １ 180 １ 200 ３ 530 

労務部会研修会等 １ 80 １ 180 １ 100 ３ 360 

合  計 10 870 12 1,170 12 1,170 34 3,210 
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３．労務管理・安全衛生管理に関する図書用品等のあっせん  【収益事業】 

４．優良事業場見学会・安全パトロール等の実施  【共益事業】 

５．無災害記録証の授与  【共益事業】 

６．会員相互の連携に関する事業  【共益事業】 

 

Ⅴ．滋賀地区出張特別試験の実施  【公益事業】  

   試験日  ９月３０日（金）・１０月１日（土） 

   会 場  ピアザ淡海ほか 

   担当する試験  第１種・第２種衛生管理者、潜水士  

 

Ⅵ．第８１回全国産業安全衛生大会の参加勧奨  【公益事業】 

１０月１９日（水）から２１日（金）まで、現地開催を基本として、福岡県で開催さ

れる第８１回全国産業安全衛生大会への積極的な参加を呼びかけます。 

  参加目標：７０名 

 

Ⅶ．広報等  【公益事業】 

１． 機関誌「滋賀労基」を発行し、滋賀労働局の広報資料など会員事業場にとって有用 

な情報を提供します。 

２． 当協会が実施する事業や行事及び関連する情報を、ホームページで広く県民に広 

報します。 

 

Ⅷ．関係団体との連携等 

１． 滋賀労働局・各労働基準監督署からの指導・援助を受けながら、各種事業を推進し 

ます。 

２． 中央労働災害防止協会との連携を図り、安全衛生に関する各種事業を積極的に取 

り組みます。 

３． 公益社団法人全国労働基準関係団体連合会滋賀県支部として、労務管理に関する 

各種事業を実施します。 

４． 労働災害防止団体等及び産業保健関係団体との連携を図ります。 

５． 滋賀県働き方改革推進支援センターに協力し、働き方改革の各種情報の周知に努 

めます。 
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別紙 

令和４年度 

労働災害防止に関する年間目標 

                                       

 

目標、実績 ・製造業における年間死亡者数を「０」とする。 

 平成 29 年：４ 30 年：２ 令和元年：４ ２年：５ ３年：５ 

・４つの事故の型による労働災害（休業４日以上）を前年より減少させる。 

 「転倒」 令和２年 ３５２ 令和３年 ３４５ 

 「腰痛等」 令和２年 ２１５ 令和３年 ２３３ 

 「墜落・転落」 令和 ２年２１３ 令和３年 ２２３ 

 「はさまれ・巻き込まれ」 令和２年 １７１ 令和３年 ２０５ 

 

重点的に推進

する事業場の

取 組 と 指 標

（重点とする

理由） 

・「滋賀県産業安全の日無災害運動」へ参加する。 

 指標：当協会を窓口とした参加事業場３００以上 

理由：この無災害運動は、事業場における自主的な安全衛生管理活動の活

性化に有効であり、年末年始無災害運動につなげることによって、安全衛

生意識の高揚を図り、無災害への機運を高めることになる。 

 

団体が推進す

る事項（事業

場の重点取組

関係） 

・滋賀労働局が行う、第１３次労働災害防止推進計画の最終年の取り組み

について、広報誌、ホームページを活用し、積極的に広報して事業場の

安全衛生意識の高揚を図る。 

・年度の早い段階から「滋賀県産業安全の日」の広報を行い、経営トップ

の認知度を高め、無災害運動への参加機運を高める。 

 



  （単位：円）
科　　　　　　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計 前年度予算額

Ⅰ 一般正味財産増減の部 0 0 0 0 0
    １． 経常増減の部 0 0 0 0 0
      (１) 経常収益 0 0 0 0 0
        受取会費 0 0 0 0 0
            受取会費 0 0 27,940,000 27,940,000 27,898,000
            協会費交付金 0 2,794,000 ▲ 2,794,000 0 0
　　　　　　　交付金（１） 2,794,000 ▲ 2,794,000 0 0
          受取会費計 0 2,794,000 25,146,000 27,940,000 27,898,000
        事業収益
            講習教育事業収益 125,353,685 0 0 125,353,685 111,190,455
　　　　　　　登録講習事業収益 73,143,800 0 0 73,143,800 62,350,800
　　　　　　　特別教育事業収益 22,845,300 0 0 22,845,300 17,224,500
　　　　　　　その他講習事業収益 29,364,585 0 0 29,364,585 31,615,155
            各種事業収益 965,000 816,000 0 1,781,000 2,800,000
            委託事業収益 1,605,000 0 0 1,605,000 1,570,000
            物品販売費収益 0 9,876,250 0 9,876,250 10,556,250
          事業収益計 127,923,685 10,692,250 0 138,615,935 126,116,705
        雑収益 0
            受取利息 0 0 2,385 2,385 2,350
            雑収益 476,600 0 15,000 491,600 521,600
          雑収益計 476,600 0 17,385 493,985 523,950
          経常収益計 128,400,285 13,486,250 25,163,385 167,049,920 154,538,655
      (２) 経常費用
        事業費
            役員報酬 4,079,000 0 0 4,079,000 3,940,560
            給与手当 31,290,143 3,215,569 0 34,505,712 31,312,408
            福利厚生費 6,932,351 690,473 0 7,622,824 7,458,860
            諸謝金 28,368,290 0 0 28,368,290 27,094,836
            図書教育用品費 12,232,040 7,252,000 0 19,484,040 19,337,870
            減価償却費 1,881,785 0 0 1,881,785 939,280
　　　　　　　什器備品減価償却費 40,681 0 0 40,681 98,176
　　　　　　　リース資産減価償却費 841,104 0 0 841,104 841,104
　　　　　　　ソフトウェア償却 1,000,000 0 0 1,000,000 0
            旅費交通費 1,656,815 27,700 0 1,684,515 1,374,000
            通信運搬費 4,466,483 196,971 0 4,663,454 4,619,425
            講習費 1,422,000 0 0 1,422,000 888,000
            消耗品費 1,815,011 115,553 0 1,930,564 1,028,815
            修繕費 190,400 2,600 0 193,000 193,000
            備品費 927,375 50,625 0 978,000 106,500
            印刷製本費 3,365,384 21,346 0 3,386,730 3,397,860
            燃料費 50,000 0 0 50,000 23,000
            水道光熱費 749,371 59,466 0 808,837 694,549
            賃借料 20,414,400 1,616,304 0 22,030,704 20,738,824
            会議費 1,684,000 1,138,000 0 2,822,000 2,710,500
            租税公課 4,100,000 650,000 0 4,750,000 4,200,000
            委託費 599,000 0 0 599,000 169,000
            支払手数料 251,628 12,330 0 263,958 223,670
            雑費 161,000 5,000 0 166,000 15,000
            支払保険料 130,000 40,000 0 170,000 148,000
          事業費計 126,766,476 15,093,937 0 141,860,413 130,613,957
        管理費
            役員報酬 0 0 1,020,000 1,020,000 985,140
            給与手当 0 0 8,001,768 8,001,768 8,875,912
            福利厚生費 0 0 2,194,598 2,194,598 2,015,540
            図書教育用品費 0 0 270,000 270,000 270,000
            広告宣伝費 0 0 0 0 22,000
            減価償却費 0 0 54,631 54,631 271,063
　　　　　　　建物減価償却費 0 0 54,631 54,631 64,631
　　　　　　　リース資産減価償却費 0 0 0 0 216,432
            旅費交通費 0 0 79,000 79,000 90,000
            通信運搬費 0 0 595,075 595,075 564,075
            消耗品費 0 0 354,842 354,842 361,385
            接待交際費 0 0 128,500 128,500 132,000
            修繕費 0 0 127,000 127,000 27,000
            備品費 0 0 162,000 162,000 63,500
            印刷製本費 0 0 157,470 157,470 121,140
            水道光熱費 0 0 240,450 240,450 203,451
            賃借料 0 0 3,171,996 3,171,996 2,740,376
            会議費 0 0 889,000 889,000 570,000
            諸会費 0 0 98,500 98,500 98,500
　　　　　 租税公課 0 0 5,000 5,000 0
            支払手数料 0 0 92,343 92,343 91,550
            雑費 0 0 20,000 20,000 20,000
            支払保険料 0 0 25,000 25,000 520,000
            顧問報酬 0 0 990,000 990,000 990,000
          管理費計 0 0 18,677,173 18,677,173 19,032,632
          経常費用計 126,766,476 15,093,937 18,677,173 160,537,586 149,646,589
            評価損益等調整前当期経常増減額 1,633,809 ▲ 1,607,687 6,486,212 6,512,334 4,892,066
          評価損益等計 0 0 0 0 0
            当期経常増減額 1,633,809 ▲ 1,607,687 6,486,212 6,512,334 4,892,066
    ２． 経常外増減の部
      (１) 経常外収益
          経常外収益計 0 0 0 0 0
      (２) 経常外費用
          経常外費用計 0 0 0 0 0
            当期経常外増減額 0 0 0 0 0
            他会計振替前当期一般正味財産増減額 1,633,809 ▲ 1,607,687 6,486,212 6,512,334 4,892,066
            税引前当期一般正味財産増減額 1,633,809 ▲ 1,607,687 6,486,212 6,512,334 4,892,066
            法人税、住民税及び事業税 0 172,200 0 172,200 172,200
            当期一般正味財産増減額 1,633,809 ▲ 1,779,887 6,486,212 6,340,134 4,719,866
            一般正味財産期首残高 0 0 0 0 0
            一般正味財産期末残高 1,633,809 ▲ 1,779,887 6,486,212 6,340,134 4,719,866
Ⅱ 指定正味財産増減の部
            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 1,633,809 ▲ 1,779,887 6,486,212 6,340,134 4,719,866

令　和　４　年　度　収　支　予　算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和0４年04月01日から 令和0５年03月31日まで                                　　　　　　　　　　　　   　　
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